
別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅳ-１-１

評価方式

会計 組織／勘定

一般 厚生労働本省 Ⅳ-２-１ ＜ 137,253 ＞ の内数 ＜ 140,477 ＞ の内数

一般 都道府県労働局 Ⅳ-２-１ ＜ 133,201 ＞ の内数 ＜ 130,884 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定 Ⅳ-２-１ ＜ 17,135,507 ＞ の内数 ＜ 17,483,807 ＞ の内数

＜ 270,454 ＞ の内数 ＜ 271,361 ＞ の内数

＜ 17,135,507 ＞ の内数 ＜ 17,483,807 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－２－１、Ⅳ－３－１、
Ⅳ－３－２、Ⅳ－４－１、
Ⅴ－１－１、Ⅴ－２－１、
Ⅴ－３－１、Ⅴ－４－１、
Ⅴ－５－１、Ⅵ－１－１、
Ⅵ－２－１、Ⅵ－２－２、
Ⅵ－２－３、Ⅵ－３－１

＜ 2,093,632 ＞ の内数 ＜ 1,881,012 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－２－１、Ⅳ－３－１、
Ⅳ－３－２、Ⅳ－４－１、
Ⅴ－１－１、Ⅴ－２－１、
Ⅴ－３－１、Ⅴ－４－１、
Ⅴ－５－１、Ⅵ－１－１、
Ⅵ－２－１、Ⅵ－２－２、
Ⅵ－２－３、Ⅵ－３－１

＜ 170,066 ＞ の内数 ＜ 93,093 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

＜ 270,454 ＞ の内数 ＜ 271,361 ＞ の内数

＜ 19,399,205 ＞ の内数 ＜ 19,457,912 ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備費に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

男女均等雇用対策費
男女労働者の均等な雇用環境等の
整備に必要な経費

男女均等雇用対策費
男女労働者の均等な雇用環境等の
整備に必要な経費

男女均等雇用対策費
男女労働者の均等な雇用環境等の
整備に必要な経費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
２年度

当初予算額
３年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、女性の活躍推進、仕事と家庭の両立支
援等を推進すること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
モニタリング等により評価が未実施で
あるため達成度合いは記載できない （千円）



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅳ-２-１

評価方式

会計 組織／勘定

一般 厚生労働本省 Ⅳ-１-1 ＜ 137,253 ＞ の内数 ＜ 140,477 ＞ の内数

一般 都道府県労働局 Ⅳ-１-1 ＜ 133,201 ＞ の内数 ＜ 130,884 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定 Ⅳ-１-1 ＜ 17,135,507 ＞ の内数 ＜ 17,483,807 ＞ の内数

一般 厚生労働本省 Ⅴ-３-１ ＜ 8,932,029 ＞ の内数 ＜ 8,753,576 ＞ の内数

一般 厚生労働本省 Ⅴ-３-１ ＜ 344,761 ＞ の内数 ＜ 360,678 ＞ の内数

一般 都道府県労働局 Ⅴ-３-１ ＜ 3,133,342 ＞ の内数 ＜ 3,241,025 ＞ の内数

一般 都道府県労働局 Ⅴ-３-１ ＜ 1,650,102 ＞ の内数 ＜ 1,720,279 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定 Ⅴ-３-１ ＜ 250,661,192 ＞ の内数 ＜ 206,844,344 ＞ の内数

＜ 14,330,688 ＞ の内数 ＜ 14,346,919 ＞ の内数

＜ 267,796,699 ＞ の内数 ＜ 224,328,151 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－３－１、
Ⅳ－３－２、Ⅳ－４－１、
Ⅴ－１－１、Ⅴ－２－１、
Ⅴ－３－１、Ⅴ－４－１、
Ⅴ－５－１、Ⅵ－１－１、
Ⅵ－２－１、Ⅵ－２－２、
Ⅵ－２－３、Ⅵ－３－１

＜ 2,093,632 ＞ の内数 ＜ 1,881,012 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－３－１、
Ⅳ－３－２、Ⅳ－４－１、
Ⅴ－１－１、Ⅴ－２－１、
Ⅴ－３－１、Ⅴ－４－１、
Ⅴ－５－１、Ⅵ－１－１、
Ⅵ－２－１、Ⅵ－２－２、
Ⅵ－２－３、Ⅵ－３－１

＜ 170,066 ＞ の内数 ＜ 93,093 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

＜ 14,330,688 ＞ の内数 ＜ 14,346,919 ＞ の内数

＜ 270,060,397 ＞ の内数 ＜ 226,302,256 ＞ の内数

高齢者等雇用安定・促進費
高齢者等の雇用の安定・促進に必要
な経費
高齢者等の雇用安定等の推進に必要
な経費

高齢者等雇用安定・促進費

政策評価調書（個別票）

非正規雇用労働者（短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）の雇用の安定及び
人材の育成・待遇の改善を図ること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり
（千円）

高齢者等の雇用の安定・促進に必要
な経費

高齢者等雇用安定・促進費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
２年度

当初予算額
３年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

男女均等雇用対策費
男女労働者の均等な雇用環境等の整
備に必要な経費

男女均等雇用対策費
男女労働者の均等な雇用環境等の整
備に必要な経費

男女均等雇用対策費
男女労働者の均等な雇用環境等の整
備に必要な経費

高齢者等雇用安定・促進費

小 計

高齢者等の雇用安定等の推進に必要
な経費

高齢者等雇用安定・促進費
高齢者等の雇用の安定・促進に必要
な経費

小 計

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・研
修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研
修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構施設整備費に必要な経費



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅳ-３-１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別 労災勘定 14,053,941 11,962,320

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

14,053,941 11,962,320

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－
１、Ⅳ－３－２、Ⅳ－４
－１、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、Ⅴ
－４－１、Ⅴ－５－１、
Ⅵ－１－１、Ⅵ－２－
１、Ⅵ－２－２、Ⅵ－２

＜ 2,093,632 ＞ の内数 ＜ 1,881,012 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－
１、Ⅳ－３－２、Ⅳ－４
－１、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、Ⅴ
－４－１、Ⅴ－５－１、
Ⅵ－１－１、Ⅵ－２－
１、Ⅵ－２－２、Ⅵ－２

＜ 170,066 ＞ の内数 ＜ 93,093 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

14,053,941 11,962,320

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

仕事生活調和推進費
仕事と生活の調和の推進に必要な
経費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
２年度

当初予算額
３年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

長時間労働の抑制、年次有給休暇取得促進等により、ワーク・ライフ・バランスの
観点から多様で柔軟な働き方を実現すること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
モニタリング等により評価が未実施で
あるため達成度合いは記載できない （千円）



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅳ-３-２

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別 労災勘定 2,094,129 1,884,716

労働保険特別 雇用勘定 6,673,061 6,479,047

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

8,767,190 8,363,763

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定 30,200 29,604

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－
１、Ⅳ－３－１、Ⅳ－４
－１、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、Ⅴ
－４－１、Ⅴ－５－１、
Ⅵ－１－１、Ⅵ－２－
１、Ⅵ－２－２、Ⅵ－２

＜ 2,093,632 ＞ の内数 ＜ 1,881,012 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－
１、Ⅳ－３－１、Ⅳ－４
－１、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、Ⅴ
－４－１、Ⅴ－５－１、
Ⅵ－１－１、Ⅵ－２－
１、Ⅵ－２－２、Ⅵ－２

＜ 170,066 ＞ の内数 ＜ 93,093 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

30,200 29,604

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

8,797,390 8,393,367

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人勤労者退職金共
済機構運営費

独立行政法人勤労者退職金共済機
構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

中小企業退職金共済等事業費
中小企業退職金共済等事業に必要
な経費

中小企業退職金共済等事業費
中小企業退職金共済等事業に必要
な経費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
２年度

当初予算額
３年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
モニタリング等により評価が未実施で
あるため達成度合いは記載できない （千円）



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 Ⅳ-４-１

評価方式

会計 組織／勘定

一般会計 都道府県労働局 83,501 83,004

労働保険特別会計労災勘定 2,269,025 2,201,787

労働保険特別会計雇用勘定 2,269,006 2,201,766

83,501 83,004

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

4,538,031 4,403,553

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－
１、Ⅳ－３－１、Ⅳ－３
－２、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、Ⅴ
－４－１、Ⅴ－５－１、
Ⅵ－１－１、Ⅵ－２－
１、Ⅵ－２－２、Ⅵ－２

＜ 2,093,632 ＞ の内数 ＜ 1,881,012 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ－１－１、Ⅳ－２－
１、Ⅳ－３－１、Ⅳ－３
－２、Ⅴ－１－１、Ⅴ－
２－１、Ⅴ－３－１、Ⅴ
－４－１、Ⅴ－５－１、
Ⅵ－１－１、Ⅵ－２－
１、Ⅵ－２－２、Ⅵ－２

＜ 170,066 ＞ の内数 ＜ 93,093 ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

83,501 83,004

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

4,538,031 4,403,553

＜ 2,263,698 ＞ の内数 ＜ 1,974,105 ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

個別労働紛争の解決の促進を図ること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
２年度

当初予算額
３年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費

個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費

個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費
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